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受講料 １名様につき（資料・昼食・消費税等含む）

会 員 ２５，０００円
２名様以上のお申込みで

4,000円の割引！

[例]会員２名様お申込みの場合

25,000+21,000＝46,000円

読 者 ２９，０００円

一 般 ３９，０００円

講 師 税理士　伊東 博之 氏
税理士

日 時 平成29年 ６月 ７日(水) １０:００～１６:３０
伊東 博之 氏

会 場 ハーネル仙台　

最新の情報に基づき解説！

仙台開催　６月 ７日(水)

 事例から学ぶ 

源泉所得税の実務ポイント

～ 課税・非課税の判断基準 ～

開催要領　※無料クーポン対象講座 講師紹介

★ 税務における「日当」、「福利厚生」、「課税されない現物給与」の考え方は

★ 経済的利益（食事の支給、商品の値引販売、住宅、記念品、研修費、社員

親睦会、慰安旅行など）や旅費、通勤費の問題点は

★ 執行役員就任時の一時金の支給、退職金打切支給の注意点

熊本県出身、東京国税局採

用、国税庁法人税課源泉所得

税審理係長、国税庁法人税課

課長補佐、東京国税局調査第

一部特別国税調査官、調査第

二部統括国税調査官、東京国

税不服審判所管理課長、東京

国税局総務部次長、麻布税務

署長を歴任後退官、現在伊東

博之税理士事務所所長として、

大手企業のコンサルタン卜を行

なっている。源泉所得税に関し

ては国税庁にて審理を担当し通

達等の発遺を行なう。

申込書またはクーポンにご記入の上FAXにてお申し込みください。

折り返し請求書と受講票を送付いたします。

欠席の場合は開催日前日までにご連絡ください。

受講料の返金の際の振込手数料はお客様負担となります。

当日欠席の場合、返金は致しかねますのでご了承ください。

所得税の源泉徴収制度は、給与や利子、配当など所得税法や租税特別措置法で規

定された種類の所得について、その支払者（源泉徴収義務者）に対し、支払の際に支払

額から所得税を徴収し、国に納付することを義務付けるものです。特に給与に関しては、

さまざまな手当てや現物給与、雇用形態の多様化等により、源泉所得税の対象となるの

かどうか判断に苦しめられることも多く見受けられます。

本セミナーでは、源泉所得税の基本的な考え方から課税・非課税の判断に悩むポイント

を多くの事例を用いてわかりやすく解説します。
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社員数

人

支払い方法 （いずれかに○） 　銀　行　（振込手数料はお客様負担となります）　・　郵便局　・　当日持参

※個人情報の取扱いについて…ご記入頂いた個人情報は､商品の発送・サービスの提供に使用させて頂く他、当社がおすすめする他の商品・

サービスのご案内にも使用させて頂く場合がございます。また､登録情報は厳重に管理し､第三者に開示することは一切ございません｡
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　№119466 　 6月7日(水) 「事例から学ぶ！源泉所得税の実務ポイント」 研修会申込書

Ⅰ 税制改正等の概要

１ 平成29年度税制改正

（配偶者控除の改正等）

２ 平成28年度以前改正事項

（平成29年以後施行）

Ⅱ 給与所得の源泉徴収

１ 給与所得に対する課税と給与所得の範囲

２ 給与所得に対する源泉徴収

３ 給与所得の金額

４ 給与所得者の特定支出控除

５ 給与所得の収入すべき時期

Ⅲ 特殊な給与の取扱い

１ 旅費の支給

２ 通勤手当の支給

３ 宿日直料の支給

４ 夜間勤務者の食事代の支給

５ 交際費等の支給

６ 冠婚葬祭にかかる支給

７ 労働基準法による補償金等の支給

８ 学資金

９ 在勤手当の支給

10 発明報償金等の支給

11 確定給付企業年金規約等に基づく掛金等の

11 負担

Ⅳ 現物給与の取扱い

１ 現物給与評価の原則

２ 課税されない現物給与

３ 現物給与の課税上の取扱い

（１） 有価証券の支給

（２） 通勤定期乗車券等の支給

（３） 食事の提供

（４） 制服、身回品の支給

（５） 永年勤続者の記念品の支給

（６） 創業記念品等の支給

（７） 値引販売

（８） 金銭の無利息貸付け等

（９） 技術等習得・資格等取得のための出席費用

（９） 等の支給

（10） レクリエーション費用の負担

（11） 生命保険料、損害保険料等の負担

（12） 会社役員賠償責任保険料の負担

（13） 損害賠償金等の負担

（14） 各種団体の入会金等の負担

（15） 社宅等の貸与

（16） その他

Ⅴ 給与所得の特殊な取扱い

１ 出向・転籍

２ 派遣・請負等の就労形態

３ ストック・オプションや特定譲渡制限付株式による

３ 経済的利益

（１） ストック・オプションの権利行使益

（２） 特定譲渡制限付株式の交付を受けた場合

Ⅵ 退職所得の源泉徴収

Ⅶ 報酬・料金等のチェックポイント


